
附 属 明 細 書
１．固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第84 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第89 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減
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（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高

減 価 償 却 累 計 額 減 損 損 失 累 計 額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期損

益内
当期損
益外

有形固定資産（特
定償却資産）

建 物 17¶685¶346¶592 719¶798¶736 76¶238¶655 18¶328¶906¶673 5¶669¶493¶764 791¶912¶278 0 0 0 12¶659¶412¶909

構 築 物 993¶009¶281 43¶682¶407 26¶773¶926 1¶009¶917¶762 669¶886¶255 46¶225¶314 0 0 0 340¶031¶507

工具器具備品 502¶540¶588 7¶385¶570 98¶743¶253 411¶182¶905 281¶557¶332 37¶417¶780 0 0 0 129¶625¶573

船 舶 831¶004 0 0 831¶004 830¶998 0 0 0 0 6

車 両 運 搬 具 1¶390¶632 0 0 1¶390¶632 1¶390¶631 0 0 0 0 1

計 19¶183¶118¶097 770¶866¶713 201¶755¶834 19¶752¶228¶976 6¶623¶158¶980 875¶555¶372 0 0 0 13¶129¶069¶996

有形固定資産（特
定償却資産以外）

建 物 582¶246¶506 55¶972¶594 10¶714¶170 627¶504¶930 112¶590¶759 29¶856¶374 0 0 0 514¶914¶171

構 築 物 86¶783¶428 283¶690 594¶513 86¶472¶605 15¶800¶589 3¶820¶042 0 0 0 70¶672¶016

工具器具備品 3¶925¶213¶662 770¶052¶526 248¶330¶957 4¶446¶935¶231 2¶558¶739¶554 701¶046¶019 0 0 0 1¶888¶195¶677

図 書 1¶683¶832¶896 28¶113¶867 296¶919¶547 1¶415¶027¶216 ` ` ` ` ` 1¶415¶027¶216

車 両 運 搬 具 10¶079¶458 1¶994¶115 0 12¶073¶573 10¶107¶151 494¶912 0 0 0 1¶966¶422

計 6¶288¶155¶950 856¶416¶792 556¶559¶187 6¶588¶013¶555 2¶697¶238¶053 735¶217¶347 0 0 0 3¶890¶775¶502

３．減損の認識
\ 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

（単位：円）

用 途 種 類 場 所 帳 簿 価 額

教育用計算機室 建物 東京都調布市 20¶929¶100

キャッシュ・フロー計算書の注記事項
１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳は、以下のとおりです。

（単位：円）

科 目 名 資金期末残高

現 金 及 び 預 金 3¶136¶917¶115

定 期 預 金 � 850¶000¶000

合 計 2¶286¶917¶115

２．重要な非資金取引
\ ファイナンス・リースによる資産の取得 161¶188¶766円
] 現物寄附による固定資産の取得 85¶953¶825円
^ 現物寄附による少額物品の取得 38¶850¶151円
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そのため、第２期中期目標及び第２期中期計画（平成22年４月から平成28年３月）においても、当
該有形固定資産の除去計画は記載していません。
以上の理由により、当該債務に関連する建物及び建物附属設備の除却の時期を決定することが現時
点では不明なため、資産除去債務を合理的に見積もれず、併せて資産除去債務も計上していません。
重要な後発事象
該当ありません。
貸借対照表の注記事項
１．運営費交付金から充当されるべき退職給付見積額は4¶156¶205¶343円です。
２．翌年度の運営費交付金から充当されるべき賞与見積額は344¶644¶388円です。

] 減損の認識に至った経緯
当該施設を倉庫に用途変更をする決定をしたため減損を認識しています。

^ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内訳
建物については、不動産鑑定評価額が帳簿価額を上回っているため、減損額は算出されません
でした。

_ 回収可能サービス価額
建物については、不動産鑑定評価額を用いています。
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